
第３４回独立行政法人評価委員会 鉄道建設・運輸施設整備支援機構分科会 

平成２６年２月２６日 

 

 

【髙原鉄道事業課長】  皆さん、おはようございます。それでは、定刻になりましたの

で、ただいまから第３４回国土交通省独立行政法人評価委員会 鉄道建設・運輸施設整備

支援機構分科会を開催いたします。 

 本日は、委員の皆様方におかれましては、ご多用の中お集まりいただきまして、まこと

にありがとうございます。鉄道局鉄道事業課長の髙原でございます。しばらくの間、私が

進行役を務めさせていただきますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 まず、議事を行うための定足数でございますけれども、本日は、７名の委員の方にご出

席をいただいております。したがいまして、国土交通省令で規定されております過半数を

超えており、議事を行うための定足数を満たしていることをご報告いたします。 

 次に、会議の公開でございますけれども、運営規則に基づきまして公開するということ

になっております。また、本会議の議事録などにつきましては、これまでどおり、分科会

終了後、数日中に議事概要を国土交通省ホームページで公開いたしまして、その後、議事

録を作成し、同様にホームページにて公開してまいりたいと存じます。 

 それでは、お手元の資料の確認をさせていただければと存じます。お手元に置いてあり

ます資料でございますが、上から順に、議事次第、それから座席表、委員名簿がございま

す。 

 次に、資料といたしまして、議題１．報告事項についてでございますけれども、①独立

行政法人改革に係る資料が１－１、②政策評価・独立行政法人評価委員会の平成２４年度

二次評価についての資料が１－２と１－３でございます。議題２．平成２５年度長期借入

金及び機構債券の発行の変更に係る資料として２－１。そして、議題３．平成２５年度償

還計画の変更に係る資料が３－１、議題４．平成２６年度長期借入金及び機構債券の発行

に係る資料が４－１、議題５．特定債権の内容変更に係る資料が５－１、議題６．不要財

産の国庫納付に係る資料が６－１となっておりまして、最後に関係法令をつけてございま

す。資料のほう、遺漏などございませんでしょうか。 

 それでは、議事に入ります前に、既に報道などでお聞き及びのことと存じますけれども、

鉄道・運輸機構が発注いたしました北陸新幹線の融雪・消雪設備工事に関しまして、東京
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地方検察庁及び公正取引委員会の捜索を受けた件につきまして、機構の最勝寺理事よりご

報告を申し上げます。 

【最勝寺理事】  鉄道・運輸機構の理事をしています最勝寺でございます。 

 このたびは、皆様方に多大なるご心配をおかけしましたことをまずは深くお詫び申し上

げます。ただいま髙原課長からお話がございましたように、鉄道・運輸機構におきまして

は、２月４日、北陸新幹線の融雪・消雪設備工事に関する談合の疑いで、公正取引委員会

及び東京地方検察庁による捜索を受けました。引き続き捜査が行われているところでござ

いますけれども、私どもといたしましては、公正取引委員会及び東京地方検察庁の捜査に

全面的に協力していまいる所存でございます。また、ただいま申し上げましたように捜査

中でございますので、事実でございますとか、あるいはその状況とか、この場ではなかな

か申し上げられないのもお詫び申し上げたいと思います。しかるべきときにご説明させて

いただきたいと思います。 

 いずれにしましても、私ども鉄道・運輸機構は、引き続き第３期中期目標の達成に全力

を挙げて努めてまいりたいと思いますので、今後ともどうかご支援をよろしくお願いした

いと思います。 

 以上でございます。 

【髙原鉄道事業課長】  最勝寺理事、ありがとうございました。なお、本件につきまし

ては、現在関係当局の捜査中でございますので、今回の議題には入れておりませんけれど

も、事実関係などが明らかになった時点で、今後の分科会におきまして、業務実績評価な

どの議題の中で検討してまいりたいと考えております。 

 それでは、最勝寺理事は所用のため、これで退席させていただきます。 

【最勝寺理事】  失礼いたします。 

【髙原鉄道事業課長】  これより議事に入らせていただきます。議事の進行につきまし

ては、前川分科会長にお願い申し上げます。 

【前川分科会長】  前川でございます。おはようございます。 

 年度も押し迫ってまいりまして、大変お忙しい中、ご参集いただきましてどうもありが

とうございます。本日の分科会の議題は議事次第にありますとおりで、報告事項２件、５

件の審議事項でございます。 

 まず、議題１にある報告事項ですが、①が昨年末に閣議決定されました独法改革等に関

する基本的な方針、②が８月に当分科会として評価したものについて、総務省の政・独委
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から各府省に評価がなされた二次評価でございまして、これらについては今日、鉄道局か

らご報告をいただく予定でございます。そして、議題の２から６については、国土交通大

臣が認可を行う際に、当分科会が大臣に対して意見を取りまとめることになっている事項

でございます。 

 なお、議題２と議題３は、先日、平成２５年度補正予算が成立したことに伴って、審議

が必要になった事項でございまして、また議題４と５が毎年この時期に審議いただいてい

る定例の議題となっております。議題６は、今回機構財産、これは譲渡線が売却されたこ

とに伴う国庫納付についての審議が必要になってきているものでございます。 

 時間も大変限られておりますので、早速ですけれども、事務局から報告事項の議題①に

ついて、まず説明をお願いいたします。 

【髙原鉄道事業課長】  それでは、１つ目の報告事項といたしまして、議題１の①独立

行政法人改革についてご説明をさせていただきます。お手元の資料１－１をごらんいただ

ければと思います。 

 こちらは昨年１２月２４日に閣議決定されました「独立行政法人改革等に関する基本的

な方針」の概要を示しております。まず１．経緯でございますが、昨年１月、内閣に、全

閣僚から構成されます「行政改革推進本部」と、関係閣僚と有識者から構成されます「行

政改革推進会議」が設置されました。さらに９月に、この推進会議のもとに「独立行政法

人改革等に関する分科会」が設置されました。そして１０月から１２月にかけまして、そ

のワーキンググループによります各独法へのヒアリングが実施されまして、当機構も１０

月２８日にヒアリングを受けております。その後、政府部内の調整を経まして、昨年末の

１２月２４日に閣議決定がなされたということになっております。 

 今後、この方針の内容につきまして、法改正を伴わず早期に対応が可能な措置について

は速やかに実施するとともに、独立行政法人通則法改正などの制度面での措置が必要なも

のについては、平成２７年４月からの実施を目指すということになっております。そして、

各独法の取り組み状況につきましては、行革推進本部によるフォローアップを実施すると

いうこととされております。 

 次に２ポツでございますが、基本方針に示されました独立行政法人改革制度全体の見直

しについてであります。 

 まず、（１）法人の裁量、国の関与の度合い等に応じた法人の分類の見直しであります。

現行制度でありますけれども、法人の分類を設けておりませんで、多くのルールが全法人
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一律に適用されておりますが、今後は法人の政策実施機能の強化を図り、適切なガバナン

スを構築していくために、法人の事務・事業の特性に応じて法人を分類することが必要と

されております。 

 具体的には、その下の対照表の右側でございますけれども、法人を①中期目標管理型の

法人、②研究開発型の法人、③単年度管理型の法人の３つに分類することとされておりま

す。なお、機構につきましては、①中期目標管理型の法人に分類されております。 

 次に、（２）ＰＤＣＡサイクルが機能する目標・評価の仕組みの構築ということで、主務

大臣のもとでの政策のＰＤＣＡサイクルを強化しようという観点から、主務大臣みずから

が業績評価を行うことといたしまして、その際、主務大臣による評価の客観性や政府全体

としての整合性を確保するために、外部から点検する仕組みを導入するとされております。 

 具体的には、同じくその下の対照表でございまして、目標設定関係のところであります

けれども、右側の下線を引いてあるところでありますが、主務大臣は、法律や総務大臣が

策定する指針に基づき目標設定を具体的に行うとされております。 

 次のページに入りまして、業績評価関係の欄でありますけれども、現行、皆様ご案内の

とおり、右側の欄でございまして、今般の閣議決定では、下線部のところでありますが、

主務大臣が法人の行政評価を実施する。そして主務大臣は、業務運営の改善を命令するこ

とができる。第三者機関は、現行の総務省政・独委を改組したものが想定されております

けれども、主務大臣に対して意見を述べることができるとされております。 

 続きまして、（３）法人の内外から業務運営を改善する仕組みの導入についてでございま

す。こちらは法人の長のもとでの自律的なＰＤＣＡサイクルを機能させるために、役員の

責任の明確化や監事の機能強化、再就職規制の導入等により内部ガバナンスの強化を図る

とされております。また、主務大臣の関与が限定されたものにとどまっている現行制度を

見直しまして、法人の自主性・自律性に配慮しつつ、事後的に適正な関与を及ぼすことが

できるとされております。 

 こちらも具体的には、下の対照表の右側の欄でございますけれども、内部ガバナンスの

強化といたしまして、右側の１つ目のポツ、監事・会計監査人の調査権限を明確化すると

ともに、役員の不正行為等についての主務大臣への報告及び監査報告の作成を義務づける

とされております。また、３つ目のポツでございますけれども、法人の役員に職務忠実義

務及び任務懈怠に関する損害賠償責任を課すということとされております。２つ目の欄、

役員の任期でございます。現在は個別法で定められておりますけれども、こちらも右側の
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下線部のところでありますが、法人の長の任期を中期目標期間に対応させるとされており

ます。その下の欄、主務大臣による事後的な是正措置でございますけれども、右側の下線

部のところでありますが、主務大臣が法人に対しまして、違法・不正行為の是正、業務運

営の改善の命令を行えるようにするとされております。 

 次のページに入りまして、３ページでございます。３．鉄道・運輸機構に係る組織・業

務等の見直しについてでございます。 

 （１）各独法等について講ずべき措置ということで、今回の基本方針では、各独法につ

いておのおの講ずべき措置が明記されております。鉄道・運輸機構につきましては、その

下の丸のところで、法人の分類では、先ほど申し上げましたように、中期目標管理型の法

人とする。２つ目の丸でございますが、事業実施に当たりましては、法令遵守及び契約の

適正性を確保するための体制の強化を図るということ。３つ目の丸、法令遵守体制の強化

に当たりましては、担当理事の設置、研修の充実化等の措置を行うとともに、理事長及び

監事も含めた重層的な監査体制を構築するとなっております。４つ目の丸、契約の適正性

及び競争性を確保する体制の強化に当たりましては、入札監視委員会等におきまして、高

落札率案件の全件審議等による審議件数の拡大、支社・局単位での審議の実施などの契約

の監視体制の強化を図ることとしております。５つ目の丸、船舶関係業務でございますけ

れども、繰越欠損金の具体的な削減計画を策定するほか、金融業務に係る内部ガバナンス

の高度化を図るとされております。 

 次に、（２）法人の事務・事業の特性に応じた制度・運用の見直しでございます。こちら

では各法人が行っております事務・事業の特性に着目いたしまして、例えば「金融業務」

とか、「公共事業執行業務」とか、各法人に共通する業務のカテゴリーごとに行うべき制度

の運用の見直し方針が示されております。 

 機構に関係する主なものといたしまして、まずは「金融業務」。機構では、船舶関係業務

が該当するわけでありますけれども、１つ目の丸で、金融業務のリスクを的確に管理する

ための内部規程等を整備するとともに、外部有識者等により構成される統合的なリスク管

理のための委員会等を設置すること。２つ目の丸、審査、回収等の金融業務機能の強化を

図る観点から、外部専門家等によります職員研修を拡充すること。３つ目の丸、金融業務

の透明性を確保する観点から、事業別の収支情報等を情報開示する一方、法人の行う金融

業務の高い公共性に鑑みまして、役職員の守秘義務規定を設けるとされております。 

 次に「公共事業執行業務」。機構では、鉄道建設業務が該当するわけであります。１つ目
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の丸で、全職員を対象とした外部専門機関による法令遵守研修を実施すること。２つ目の

丸で、契約担当部署の職員を対象といたしました専門的研修を定期的に実施すること。３

つ目の丸で、入札監視委員会等におきまして一者応札・応募の契約、落札率が高い契約及

び独立行政法人と一定の関係を有するものとして、情報公開の対象となっている法人との

契約につきまして、全件を検証し、分析を行うこととされております。 

 さらにその下、「助成・給付業務」でございますが、これは機構の鉄道助成業務、高度船

舶技術実用化助成業務が該当いたします。１つ目の丸で、交付後の調査を的確に実施する

とともに、受給団体の法令遵守体制の確保のため、ガバナンス強化の支援に努める。不正

受給、不正使用を行った場合に一定期間申請資格を停止するなどの制裁措置、ペナルティ

ーの導入を図ることとされております。 

 閣議決定の内容は、以上でございます。 

【前川分科会長】  説明どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの報告事項につきまして、ご質問、ご意見をいただきたいと思いま

す。お願いいたします。 

【笠委員】  明治大学の笠です。 

 ちょっとお尋ねしたい点で、３ページの（１）、上から４つ目の丸の入札監視委員会の件

ですけれども、今回、そういう談合という問題があって、従来からこの入札監視委員会は

あったと思うのですが、これを全件審議することによって、従来と何が変わるのかという

ことが１つ。あと情報公開、全ての件について何社が応札して、どれだけの金額で入札し

たのかというようなデータが公表されれば、それは研究者にとっても非常に大きなデータ

になるわけで、入札監視委員会の方たちだけが監視するよりもさらに多くの目で、いろい

ろなアプローチで検証できるので、むしろ情報公開について何も書かれていないのですけ

れども、データを公表するような仕組みがあるのかどうかというのが２つ目のご質問で、

２つお願いします。 

【前川分科会長】  ありがとうございます。お答えは。 

【渡辺業務部長】  まず、１つ目の入札監視委員会の件でございますが、ただいま東ブ

ロックと西ブロック、２つのブロックの入札監視委員会を行っているわけでございます。

これは本社と各地方機関がありますが、それを２つのブロックに分けてやっているわけで

ございますが、入札監視委員会の審議としまして、時間と先生の都合等もございまして、

その中で審議する件数は、委員の方々には提示していますが、現在はその中から抽出した
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形で審議しているということで、今回、全件審議しなさいと言われていますので、その方

向でただいま入札監視委員会のやり方を変えようとしています。 

【笠委員】  抽出か全件かということはそれで理解したのですけれども、監視の方法が、

我々はそういうものをやったことがないので憶測ですが、機構からデータを頂戴して、こ

れだけの会社がこのように落札しましたと言われても、それより先に何らかの判断を行う

ようなデータがなければ、抽出であろうが全件であろうが、仕組みというんでしょうか、

出てくるデータとか、統計処理するとかいうことでなければ、１つ１つの案件を見て怪し

いなと思ってもそれ以上のことは何も言えないはずで、どうされるのかなというのが……。 

【渡辺業務部長】  委員会の中で、この入札契約の手続に対して審議していただくわけ

なのですが、その中でちょっとおかしな手続だなといった場合については、その契約担当

役のほうに委員から意見をして、意見を受けた契約担当役がそれに対応していくという制

度となっております。 

 それからもう一つ、情報公開ですが、ホームページのほうに入札経過調書は全て公表し

ていますので、入札結果についてはどなたでも見られる形になってございます。 

【笠委員】  全件についてですか。 

【渡辺業務部長】  そうです。一定金額以上なのですが。 

【笠委員】  結果というのは、１回目、２回目も全部ですか。 

【渡辺業務部長】  そうです。落札した場合に、その入札経過……。 

【笠委員】  ある会社が最初幾らで入れたとかいうのも全部フォローできるようになっ

ていると。 

【渡辺業務部長】  ええ、全部そうです。 

【笠委員】  ありがとうございます。 

【前川分科会長】  よろしいですか。 

【笠委員】  はい。 

【前川分科会長】  ほかにいかがでしょうか。 

 私の個人的な意見でございますけれども、笠先生のご意見に関連して、３ページを全部

見させていただくと、それぞれの点でどれだけの効果が本当に上がるのかということは、

やはり気になるところです。この中で抜けているのは、発注機関として、要するに安くて

いい物をマーケットから調達するときの知恵を働かせる余地がまだまだあるように思って

いて、それらにもう少し踏み込んでもらうのも大きなところかなと。逆に、これは今まで
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の体制のところで強化すると。防衛施設庁の官製談合も、それを契機にして法律がつくら

れました。幾つか似たようなことがここ数年起こっていますが、国も団体もお互い努力し

ているが、必ずしもすべが結果につながってはいない。日々の業務がますますやりにくく

なってくるというような結果になっているものも結構多いと思います。 

 ただ単に強化しろ、強化しろと言うのは楽ですし、できることをしっかりやることは重

要ですが、やるべきことは何かということと、それに踏み込むことも重要と思います。次

の機構の業務・業績評価に非常に重要なポイントになると思いますので、よくご議論いた

だいた上で、組織としてやれるところは何かということも明確にしていただければと思い

ます。 

 よくわかりませんけれども、幾つか本を読んでみると、過去の談合問題に対して組織が

どう対応されたかというのは複数あります。官製談合の関係としては、検察側で沙汰を下

す側の長の方が幾つかのケースをレビューされて、レポートされているものもあります．

採った対応がすべて良い結果になっているかというのは怪しいところもある。組織全体の

運営にかかわる執行部の方々の責任の所轄であろうと思いますので、これを次回の評価に

含めることになろうかと。ここに書いてあるのは本当にほとんどがそれにかかわる指摘事

項ですね。そう思います。 

 先ほど笠先生がおっしゃったように、どういう効果があるのかどうかはよくご検討いた

だいて、ただ言うだけにとどまらずという話です。過去の公共調達に対するいろいろな不

祥事のときにやってきたことではあるのですが、その経験も踏まえて、ぜひ深いところで、

組織としてできることは何か、ご検討いただきたいと私は思いました。 

 ほかにいかがでしょうか。 

【髙原鉄道事業課長】  私ども事務局といたしましても、今後の業務実績評価に際しま

して貴重なご提言として受けとめさせていただければと思います。 

【前川分科会長】  なければ、よろしいですか。報告事項でございますので、また来期

ということで。 

 では、次の報告事項についても、鉄道局からご説明をお願いいたします。 

【髙原鉄道事業課長】  それでは、議題１の報告事項の②政策評価・独立行政法人評価

委員会の平成２４年度二次評価についてでございます。資料は１－２、横のポンチ絵がつ

いているものでございます。 

 こちらの図は、鉄道・運輸機構の平成２４年度の業務実績評価の経緯を示しております。
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まず、左下の①、②でありますけれども、昨年の６月２８日に機構から国交省独法評価委

員会を経由して、本分科会に業務実績報告と評価の委任がなされております。そしてその

上、③でございますけれども、昨年８月７日の当分科会で業務実績をご審議の上、評価を

いただきまして、その評価が国交省独法評価委員会で承認されまして、④が２つあります

けれども、左のほう、昨年の９月１０日には一次評価の通知といたしまして、左側が鉄道・

運輸機構で、右側の矢印が総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会、いわゆる政・独

委の双方に送られておるところであります。そして、この政・独委でありますけれども、

その上の吹き出しのところでありますが、各府省の評価委員会が実施した法人の業務実績

評価につきまして、政・独委が政府全体における評価の厳格性・信頼性を確保するため、

二次評価を実施するということとなっております。そして２４年度の実績評価につきまし

て行われた二次評価が、⑤のところでありますけれども、昨年１２月１６日に各府省に対

して示されております。今日はその内容についてご報告させていただきます。 

 １枚おめくりいただきまして、資料１－３がございます。こちらが政・独委の二次評価

の概要でございまして、１．二次評価については、今の説明と重複いたしますので省略さ

せていただきます。 

 ２．鉄道・運輸機構に係る二次評価の概要でありますけれども、国土交通省所管法人の

業務実績評価の共通事項といたしまして、ここでは３点の指摘がありまして、鉄道・運輸

機構には個別に１件の指摘がありました。まず所管法人共通の１点目、こちらが内部統制

の充実・強化に関する意見でありまして、下線部のところで、今回、リスクの把握及び対

応に関する取組については、全ての府省評価委員会において評価が行われていたというこ

と。そして、その下の下線でありますが、今後の評価に当たっては、組織全体によるリス

クの洗い出しや監事監査結果等を活用した法人全体のリスク把握の取組について評価する

とともに、リスク把握の結果、どのようなリスクが優先的に対応すべきリスクとされ、こ

れらのリスクに対しどのように対応したかを含めて評価を行うことが望ましいとされてお

ります。 

 次のページに入りまして、共通事項の２点目、保有資産の見直しについてであります。

こちらも下線部のところでありますけれども、「独立行政法人の職員宿舎の見直しに関す

る実施計画」等におきまして、廃止等の見直しが求められてきたところでありますけれど

も、それらの実施状況を明らかにしないままに評価を行っている事例があった。今後の評

価に当たっては、見直しの実施状況を明らかにし、見直し内容の妥当性等についても言及
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した上で、より一層厳格な評価を行う必要がある。そして、その下の下線部でありますが、

実施計画で廃止等の方針が示されている宿舎以外の宿舎及び職員の福利厚生を目的とした

施設であっても、自主的な保有の見直しや有効活用等の取組状況を明らかにした上で、そ

の妥当性等について評価を行うことが望ましいとされております。 

 共通事項の３点目が運営費交付金債務の評価でありまして、これも下線のところですが、

２３年度以前分交付分の２４年度末時点における未執行額についての評価はほとんど行わ

れていない。今後の評価に当たっては、運営費交付金債務残高のうち、評価対象年度だけ

ではなく、過去の年度に交付された分についても、未執行となっている理由及び資金の保

有の必要性について評価を行う必要があるという意見がございました。 

 次のページに入らせていただきまして、鉄道・運輸機構に対する個別の指摘事項でござ

います。本件につきましては、会計検査院の平成２３年度決算検査報告におきまして、「委

託工事に係る消費税相当額の算定が適切でなかったもの」と不当事項の指摘を受けている

が、当該指摘を踏まえた本法人の対応の進捗状況等を明らかにした上で評価を行っていな

い。今後の評価に当たっては、会計検査院から指摘された事項については、その対応の進

捗状況等を明らかにした上で評価を行うべきであるという意見がございました。 

 最後に、中期目標期間における業務の実績に関する評価の結果等についての意見という

ことで、実は平成２４年度に中期目標期間が終了した法人は、鉄道・運輸機構を含めて５

法人ございまして、今回この５法人とも共通の意見を受けております。その内容は下線部

のところでありますが、勧告の方向性を踏まえて策定された新中期目標等に沿った業務の

質の向上及び効率化が、的確な業務の進捗と併せて推進されるよう、貴委員会は、毎年度

の厳格かつ的確な評価に努められたいとのことでございました。 

 以上が、本分科会に関連して示された二次評価になりますけれども、この内容につきま

しては、来年度の７月あるいは８月ごろに実施する機構の平成２５年度の業務実績評価に

おきまして、これまでご評価いただいております視点に加味して、評価をしていただく必

要があるのではないかと考えております。今回の指摘事項を評価項目に的確に漏れなく反

映させるために、事務局といたしましても、機構からの報告内容とか、あるいは評価調書

の記載方法などを変更する必要があるのではないかと考えております。 

 委員の皆様には、来年度ご評価いただくに当たりましてまたご相談させていただきたい

と思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 私からの説明は以上でございます。 
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【前川分科会長】  ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの報告事項につきまして、ご質問あるいはご意見を頂戴できればと

思います。 

【岡田委員】  ちょっと理解が悪くて申しわけないのですが、教えていただきたいと思

います。資料１－３、２．の内部統制の充実についての二次評価の概要ですけれども、こ

こに書いてある「今回、リスクの把握及び対応」、リスク、リスクという言葉がたくさん出

てくるのですけれども、このリスクの定義はどういうものをリスクと言っておるんでしょ

うか。どこか読めばわかるんでしょうけれども。 

【嘉村企画調査部長】  機構からでよろしいでしょうか。 

 特に政・独委のほうには定義はなかったと覚えておりますが、今、機構でリスク管理と

して、内部的にではございますけれども、いろいろリスクを各部から集めて、理事長以下

でそれをなくすような取り組みは先んじておりますが、その中でリスクというのは、組織

運営上のいろいろな情報の不伝達とか、それこそパワハラとかいったような内部管理の問

題、及び外部との関係です。例えば補助金を交付する部局であれば、それが適正に使われ

ているか等々を把握するといったことという、内部から外部まであらゆる、仕事を進める

上で不適切なことを全てリスク項目としてピックアップしている、そういう運用でやって

ございます。 

【岡田委員】  全てのものを含んでいるということなんでしょうか。 

【嘉村企画調査部長】  項目数としては今のような項目で１００近く……細かいものも

入れて出しておりますので、考えられるものは絞り出しているという状況でございます。 

【岡田委員】  そうですか。ありがとうございます。 

【前川分科会長】  ここで言うリスクに対するマネジメントといいますか、対応ですけ

れども、たくさんある項目の中で、リスクというのは幾ら努力しても起こることもあり得

るものですよね。それに対していかにうまく回復し、組織としての適正をすぐに直すとか、

そういうところもマネジメントの大きなポイントですけれども、その辺も含めての理解で

すか。 

【嘉村企画調査部長】  過去にこういう不手際、不適切があったということ、重要なこ

とをリスクとして、今後ないようにというのは当然なのですが、我々の想定の世界で起こ

り得ることも視野に入れて、先ほど申した項目のピックアップはしているところでござい

ます。 
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【前川分科会長】  いかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

 来年度につきましても、ぜひフォーマットも含めて、機構から出していただく情報の整

理も含めて、事務局でも改善案をお考えいただき、各委員にもご相談をいただいて準備を

お進めいただければと思っております。よろしくお願いいたします。 

 ほかにございませんでしょうか。 

 よろしければ、次に審議事項５件ございますので、１つ１つやっていきたいと思います。

では、最初に平成２５年度長期借入金及び機構債券の発行の変更議題について、まず説明

をお願いいたします。 

【山口経理資金部長】  それでは、鉄道・運輸機構経理資金部の山口からご説明させて

いただきます。 

 まず、議題２、平成２５年度長期借入金及び機構債券の発行の変更についてでございま

す。資料２－１をごらんいただければと思います。鉄道・運輸機構は、機構法第１９条の

規定に基づきまして、長期借入金をし、または債券を発行する場合には、国土交通大臣の

認可を受けることとなっております。その際、独立行政法人評価委員会の意見を聴くこと

となっております。 

 資料を１枚めくっていただきまして、２５年度の長期借入金及び債券の調達予定額（変

更）の部分でございます。変更理由としまして、平成２５年度補正予算が今月６日に成立

いたしましたが、その補正予算におきまして船舶共有建造事業の増額が認められたことか

ら、今回変更したいと考えております。具体的には財政融資資金借入金がちょうど四角の

枠のところの（Ｂ）をごらんいただければと思います。ここで１０３億円増額が認められ

て、補正予算で成立させていただいております。これに伴いまして、今回変更額というこ

とで１０３億円プラスして、２５年度予算額合計で、財政融資資金借入金につきましては

合わせて６２７億円ということでございます。それに伴いまして、民間調達ということで、

民間借入金を５５億円増額させていただきたいということでございます。 

 共有建造の場合、７割が財政融資資金借入金ということで、残りの３割は機構が民間か

ら調達することとなっております。それを受けて民間借入金ということで５５億円増額と

いうことでございます。 

 今回の補正予算におきましては、船舶の共有建造が経済対策で認められました。それで、

財政融資資金で今回認められた理由としましては、火力発電所用の重油輸送の需要が増え

たことと、復興需要とか耐震化等に必要なセメントの輸送需要が増えた。これに対応する

 -12-



ために共有船舶を増やしたいということでございます。 

 以上が資料２－１の説明でございます。 

 議題３も関連するものですので、あわせてご説明させていただきます。平成２５年度償

還計画の変更についてでございます。 

 鉄道・運輸機構は、機構法２１条の規定に基づきまして、長期借入金及び機構債券の償

還計画を立てて、国交大臣の認可を受けることとなっており、変更の場合も同じでござい

ます。認可の際には、独立行政法人評価委員会の意見を聴くこととなっております。 

 １ページめくっていただきまして、償還計画の変更でございます。こちらにつきまして

も、先ほどご説明しました財政融資資金借入金が１０３億円増額、それに伴いまして民間

借入金が５５億円増額、これに伴う変更でございます。具体的には、黒枠で囲っておりま

す（Ｄ）の部分が、先ほど長期借入金及び機構債券の発行の変更と同額でございますけれ

ども、財政融資資金として１０３億円、民間借入金として５５億円が増減額ということで

示させていただいております。 

 ２５年度の議題２と議題３につきましては、以上でございます。 

【前川分科会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、２つまとめてご説明いただきました。補正予算に関連するところでございま

すが、ご意見等いただければと思います。 

 いかがですか。よろしいでしょうか。 

 補正において１０３億円、これは目的に従って計画するということでございますので、

特段問題があるということではないかと思いますが、特にご意見がなければ「意見なし」

ということでご報告いただければと思います。 

 それでは、議題４、平成２６年度長期借入金及び機構債券の発行につきまして、ご説明

をいただきたいと思います。 

【山口経理資金部長】  続きまして、議題４についてご説明させていただきます。資料

４－１をごらんいただければと思います。平成２６年度長期借入金及び機構債券の発行に

ついてでございます。これは毎年度、同じこの時期にお諮りさせていただいているもので

ございます。 

 １ページめくっていただきまして、２６年度長期借入金及び債券調達予定額でございま

す。調達予定の一番下のところをごらんいただければと思います。調達予定額の考え方で

ございますけれども、平成２６年度予算による事業規模をもとに計上させていただいてお
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ります。後ほど参考資料でもございますけれども、各事業の財源から国の補助金、地方公

共団体負担金及び自己収入等を除いた残額を機構が資金調達することとしております。た

だ、民間調達につきましては、金融環境に関係がありますので、金融環境を踏まえた柔軟

な調達を行うという方針でやらせていただきたいと考えております。 

 具体的には、上の表に戻っていただきまして、２６年度の総額で５,４５０億円を予定さ

せていただいております。対前年度では１７億円増ということで、毎年大体５,０００億円

強ぐらいの予算額で推移させていただいております。 

 その中身ですけれども、財政融資資金借入金につきましては５５７億円で、対前年度比

３３億円増でございます。民間調達は４,８９３億円で１６億円マイナスでございます。た

だ、その内訳、民間借入金につきましては２,７９３億円で、対前年度比２１０億円減とな

っております。これにつきましては、特例業務勘定が１２６億円でこれが一番大きいので

すが、特例業務勘定は、２５年度につきましては三島貨物会社への支援で必要な資金で、

２６年４月に必要だということで計上していたのですが、２７年４月にはとりたてて用意

する必要はないということから、２６年度におきましてはその分の民間借入金を減らしま

して、２２１億円とさせていただいております。債券につきましては、２,１００億円とい

うことで予定させていただいております。これにつきましては、１９４億円増のうち１２

０億円が海事勘定の増額分でございます。これにつきましては、今年度船舶共有建造資金

がちょうど借り換え時期ということから、１２０億円増とさせていただいているところで

ございます。 

 続きまして、その次のページをごらんいただければと思います。２６年度長期借入金及

び債券調達予定額の四半期ごとの借り入れ予定でございます。四半期、なるべく万遍なく

借りるようにしようと考えておりますが、特に債券につきましては、大体四半期ごと５０

０億円程度の予定を考えております。民間借入金につきましては、調達の資金需要の関係

上、第４・四半期で一番多く調達を予定しておりますが、なるべく平準化していきたいと

考えているところでございます。 

 続きまして、参考資料ということで、金融情勢等についてご報告申し上げます。 

 １ページをめくっていただきまして、機構における財源内訳でございます。先ほど資金

調達の考え方で示させていただきましたけれども、基本的には国費、地方負担分、貸付料

等の自己収入といったものの残りの部分を財政融資、もしくは機構みずからの調達という

ことで財源を確保しているところでございます。色の濃い部分が機構における資金調達で
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ございます。各事業、鉄道関係、共有船事業、内航海運暫定措置事業等、それぞれ事業に

よって内訳は異なりますが、それぞれの事業の特性に応じて、さまざまな財源で事業を賄

っているということでございます。 

 その次の２ページですけれども、２６年度の資金調達計画を円グラフにしたものでござ

います。先ほど本資料１ページで示させていただいた５,４５０億円の内訳を示させていた

だいております。機構債券につきましては２,１００億円で大体４０％、民間借入金が半分

の５０％、大体そのようなイメージでございます。民間借入金につきましては、シンジケ

ートローンが一番多く、これによって調達を予定しております。機構債券につきましては、

１０年債が８９５億円で一番多いということでございます。２５年度、去年示させていた

だきましたときには、実は１０年債の下の１５年債がなくて、今年度は２０年債を初めて

発行させていただきました。ただ２６年度につきましては、投資家等の要望もございます

し、金利情勢等も踏まえまして、新たに１５年債を１９５億円発行したいと考えておりま

す。 

 続きまして３ページですけれども、２４年度末の財務状況と債務残高の推移でございま

す。左側は２４年度の財務状況を機構全体の資産と負債・純資産ということで、概要的に

示させていただいております。右側は債務残高の推移で、債務残高は年々減少しているこ

とを示させていただいております。 

 最後に４ページ、最近の資金調達の状況でございます。金融情勢ですけれども、このグ

ラフは２０１０年からの５年債、１０年債、２０年債の国債利回りの推移を示させていた

だいております。この中でちょうど２０１３年４月が一番がくっと下がっておりますが、

ここが日銀の金融緩和策によって急低下したところを示させていただいております。それ

から、昨年夏にかけましては上がってきているのですが、最近、秋以降また金利は低位で

推移しておりまして、ちょうど昨年の今ごろ、２０１３年１月ごろと比較していただけれ

ばと思いますが、昨年よりも低い金利で推移しているところでございます。 

 右側の２．は、機構における調達金利を示させていただいております。債券につきまし

ては、２５年度では、発行額１,４６０億円に対して平均金利が０.７４％、長期借入金に

つきましては、８４３億円に対して０.１１％ということで示させていただいております。

債券につきましては、２０年債という長いものがございますので、平均金利としては民間

借入金より高く示させていただいているところでございます。 

 以上、資料４－１の説明でございます。 
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【前川分科会長】  ありがとうございました。 

 では、ただいまの説明に関しまして、ご質問、ご意見などを賜りたいと思います。お願

いいたします。 

【宮下委員】  何もないとあれですので、ちょっと質問をお願いします。 

 機構の債券の購入相手といいますか、どこが購入しておるのでしょうか。 

【山口経理資金部長】  多くは信用金庫、あと地銀、第二地銀とか、そういったところ

が多くあります。 

【宮下委員】  そうですか。格付とかはあるんですか。 

【山口経理資金部長】  ＡＡで。 

【宮下委員】  ＡＡですか。どうもありがとうございます。 

【前川分科会長】  どうぞ、北條委員。 

【北條委員】  今の件にも絡んで、私の専門からちょっと外れるのですが、冒頭の問題

の件に関して、格付とか、資金調達の見込みとかが２６年度も順調にいくのかどうか、若

干ちょっと心配になったのですが、もう一度。 

【山口経理資金部長】  はっきり言いまして、格付は民間の格付会社が、我々の協議と

かなく、そこで決められます。大体年２回ぐらい決めることになっておりまして、当機構

からはそれに向けて、こういう財務状況といったものを説明することになります。ですの

で、今回の事件がどういう影響になるのかというのは正直言ってわからない状況ですが、

ただ１つ言えることは、こういうのでどこまでというのは正直言ってわからない状況です

が、国との関係というのは、私ども独立行政法人でありますので、あと新幹線の建設も国

から法令に基づいてやっておりますので、財務状況はそんなに変わるわけではないので、

そこをどういうふうに見ていただくのか、そこをきっちり見ていただきたいなということ

を我々として説明していくことかと思っております。 

【前川分科会長】  ほかいかがでしょうか。 

 ２ページに四半期ごとに民間借入金の調達、建設の関係ではどうしても第４・四半期に

集中するという面も理解しておるのですが、もう少し平準化する努力というのはどのよう

に考えておられるのか。 

【山口経理資金部長】  実際、先生おっしゃるように、これまでのやり方は一番最後の

ところで調達することが多くて、そうすると当機構だけではなくてほかのさまざまな機関

も同じ状況で、やはり年度末に集中するということがあるので、そこはなるべく分散した
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ほうがいいという金融機関からのご意見もあります。ただ、事業に伴う資金調達もありま

すので、要するに、むだな金を持っていてもしようがないということもあるのですけれど

も、先生がおっしゃるように、そこはなるべく分散化、平準化してやっていきたいと考え

ております。 

【前川分科会長】  ありがとうございます。 

 それがマーケットなり、事業に影響を及ぼすものですから、必ずしも機構だけの事項で

はなく、機構とともに仕事をされているところもかかわってくるところです。全体を見て

中期的にご努力いただければと思いました。 

 関先生、よろしければ。 

【関委員】  今のことに関連してなんですけれども、余分な資金を持っていてもしよう

がないので第４・四半期にということですが、厳密な期間損益を算定していくという点で

も均等に配分することがとても望ましいことであり、一般の目からしてもこういった返済、

調達予定の方法は不自然な感じがしなくもありませんので、やはり見直す努力は確実にし

ていったほうが、今後説明責任を果たすという点でも不可欠ではないかと思います。 

【前川分科会長】  ありがとうございます。そのほかにございませんでしょうか。 

 よろしければ、この件は、一応、こういう形で意見をさせていただきましたので、本件

につきまして、当分科会としては「了承」ということで進めていただければと思います。 

 それでは、次は５番目ですね。またご説明をお願いしたいと思います。 

【加藤鉄道助成部長】  鉄道・運輸機構鉄道助成部長の加藤でございます。よろしくお

願いいたします。 

 議題５、特定債権の内容変更について、ご説明させていただきます。資料が前提のとこ

ろを割愛しておりますので、口頭で概要をご説明させていただきたいと思います。昔の新

幹線保有機構という組織があったときに、平成３年１０月、ＪＲ本州３社に対しまして、

いわゆる既設４新幹線、東海道、山陽、東京から盛岡まで東北と上越、この４新幹線の譲

渡を行ってございます。このときの譲渡の対価をいただく権利を機構が持っていまして、

今回これをお諮りする特定債権と呼んでございます。 

 また、特定債権の内容につきましては、資料にもございますけれども、「新幹線鉄道に係

る鉄道施設の譲渡に関する法律施行令」で定められてございまして、今回、分科会にお諮

りしていますのは、この施行令のルールに加えて、ＪＲ本州３社から、追加で支払いをし

たいという申し出を頂戴いたしました。機構がこの申し出を受け入れますと、特定債権の
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内容、ルールの変更になります。１月２９日付で機構法に基づきまして、大臣に認可申請

をさせていただきましたところですが、認可に当たって、大臣がこちらの分科会のご意見

を聴くこととなってございますので、今日、お諮りする次第でございます。資料に基づい

てご説明させていただきます。 

 まず、１番目のところでございます。先ほどお話ししました特定債権と言ってございま

すけれども、１ページの下に表１がございますが、大きく３つに分けて、私ども整理をし

てございます。今回お諮りしますのは、一番上の太枠で囲っています①の債権の償還をい

ただく部分のお話でございます。それぞれ①、②、③、表の右側に書いてございますけれ

ども、先ほどお話ししましたように、お返しいただく期間、お返しいただくときに使う利

率、支払方法、支払額が、それぞれ施行令に定められているところでございます。 

 今回、①の太枠の部分につきまして個別にご紹介しますと、ここにございますように、

償還いただく期間は２９年３月、２８年度末までとなってございます。また、その支払方

法としては元利均等半年賦償還の前提で計算させていただくということで、計算する利率

については当該事業年度、今回でいけば、平成２５年度の債務償還に係る発生する利子額

を期首の段階で持っている債権額で除した額を平均利子として計算して、お金を頂戴する

というルールになってございます。今年度の額については、資料に記載の２,０９１億円と

いうのが償還いただく金額の計算ルールになってございます。 

 以上がルールのところでございますが、次の２ページに移っていただきますと、今年度

の借入金の償還状況が書いてございます。機構が今年度、過去お借りしたお金を返還する

のに必要な額としましては、資料にございますように２，４３２億円の元本相当部分と、

それに関連する利子として２９２億円、合わせて２,７２４億円を償還することが必要にな

ってございます。その一方で、先ほどご紹介しましたように、２５年度、この元本の償還

に充てる機構の収入としては、先ほどお話ししたＪＲ本州３社から頂戴する２,０９１億円

に、私どもの利息収入等を含めました１億円を加えまして、２，０９２億円の収入であり、

差し引き６３２億円の資金不足が生じている状態になってございます。 

 今回お諮りしますのは、機構とＪＲ本州３社と締結しました譲渡契約書に基づいて、Ｊ

Ｒ本州３社から、この差額分に支払いたいという申し出を頂戴しましたので、これを受け

ようというのが、今回の内容になってございます。表２には、それぞれ頂戴する６３２億

円の会社別内訳、これは３社に新幹線を譲渡したときの代金の比率の按分になってござい

ますけれども、ご参考までに記載しております。 
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 以上、金額の計算の仕方と仕組みのどの部分を変えるのかというお話をしました。 

 最後に、この特定債権が、機構の２８年度までの償還にどういう影響があるかというこ

とですが、先ほどお話ししましたけれども、機構の毎年度期首の段階で、それぞれその年

度に頂戴するＪＲからの譲渡収入を計算して請求させていただいてございます。最終年度

の２８年度に債務は全部お返しいただき、機構もお返しできるし、いただくお金も全部い

ただいてちょうどゼロになるように、毎年度計算させていただいてございます。今回のＪ

Ｒからの申し出に加えましても、２８年度という目標の償還に支障を来すものではござい

ませんので、機構としては受け入れたいと思っているところでございます。 

 資料に書いてございませんが、ちょっと補足いたしますと、ＪＲの立場から見ますと、

今年の支払額として２,０９１億円の支払義務しか負っていないところです。私どもはＪＲ

からの早期弁済がない場合には、市中から６３２億円を調達して、また金利分を乗せて、

来年度計算するときにそれを上乗せした形でＪＲに請求するような形になります。結果的

に、今年お借りする２％ぐらいの金利をＪＲさんは将来にわたってお払いいただくことに

なりますけれども、現状から手元の資金なりで調達されると思うのですが、先送りして２％

程度の利息を払うよりも、手元の資金で払ってしまったほうが将来の利子負担分が軽くな

るのではないかということでご提案いただいたのではないかと理解しておるところでござ

います。 

 以上、説明を終わらせていただきます。 

【前川分科会長】  どうもありがとうございました。 

 ６３２億円を受けるというご提案でございます。これにつきまして、ご意見等をいただ

ければと思います。 

【宮下委員】  ６３２億円の件については特に異議はございませんが、ご説明でＪＲの

立場、自己資金から支払う方が得である、利子がかからないからということですけれども、

実際にＪＲもいろいろ事業をやっていてお金が要るわけですよね。そういう意味からする

と、６３２億円というのは、彼らも本当は必要なお金であると考えられます。だから、や

はり何らかの便宜を考えてお返しすべきであるという判断が正しいのではないでしょうか。

経済学的に言うと、それは両方に利子がかかってきます、そういう意味からすると。好意

ではないかと。ただ、好意というのは説明しにくいですからね。お答えはどちらでも結構

ですけれども、ちょっとそのように思いましたので。 

【加藤鉄道助成部長】  ありがとうございます。 
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 先ほど最後に補足しましたのは、私の勝手な推測の部分も入っていますので、事前にご

説明したときにそんなご懸念をいただいた方もいらっしゃいましたので、補足させていた

だいたのですが、ＪＲの手元資金が潤沢なのかどうなのか、あるいは別途借入金で手当て

しているかというのは、私どもそこまでは把握してございません。あくまでも基本的には

ＪＲからの申し出という形で、今年度のこの部分を払うということを頂戴しましたので、

私ども機構としては特段損得がないものですから、お受け入れさせていただくということ

で、今回お諮りさせていただいたところです。 

 先生おっしゃるように、他に使う目途をＪＲがお持ちであれば、おっしゃるとおりのこ

とだと思いますので、そこは言葉が足りなかったんですけれども、ありがとうございます。 

【宮下委員】  いえいえ、了解しました。 

【角委員】  今のところにも関係するかもしれないのですが、この３社で６３２億円の

内訳というのはどのように決まるものなんですか。 

【加藤鉄道助成部長】  内訳としましては、新幹線を譲渡したとき、表１のところに建

設に要した費用６.２兆円とか、国鉄改革のときの簿価との差額１.９兆円といった額があ

りまして、それを当時いろいろ調整されたものと理解しております。 

【角委員】  ちょっと私の質問の趣旨と違うのかもしれない。６３２億円のうち、東日

本が２１３億円とか、そういう割り振りはどなたがどうやってお決めになることなのか。 

【加藤鉄道助成部長】  譲渡時に、当時の新幹線保有機構から、譲渡計画を当時の運輸

省に提出し、その中に記載されている譲渡価額配分割合の比率と同様となっております。 

【角委員】  そうすると、極めて固定的なもので、その年度の各社の経営状態とかを反

映したものとは違うんですね。 

【加藤鉄道助成部長】  ２，０９１億円の通常分の譲渡収入もその比率で頂戴していま

すし、今回の早期弁済額についてもその比率で頂戴する予定であります。 

【角委員】  わかりました。 

【前川分科会長】  ありがとうございました。 

【笠委員】  この６３２億円を先に早期弁済することがＪＲ３社にとっては金利負担が

ないということで、メリットになるので返したいというのは納得できるんですけれども、

それが機構にとって損でも得でもないとおっしゃるのがよくわからなくて、機構にとって

は、返さなくてはいけないお金が２,７２４億円で、新幹線譲渡収入では足りないのでとい

う話ですよね。そうすると、今のように金利が低いときだったら市中から借りて、どうせ
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あと３年間のうちに返してもらえるわけなので、昔に譲渡したものだから利息４％を超え

ているみたいな感じになっているようなので、そうすると４％ぐらいの利息が乗った状態

で返してもらったらすごく得するのではないかという、元金が６３２億円なので、たとえ

１％であったとしても相当の額になるのではないかと考えるのは間違っているのかどうか

という点を説明していただきたいなと思っているんです。 

【加藤鉄道助成部長】  なかなか複雑な仕組みで、一言できれいにご説明できないとこ

ろがありますので、仕組みをご説明させていただきましてから笠先生からいただいたご質

問に改めてお答えしたいと思います。 

 私どもが負っています債務につきましては、毎年度当該年度の期首の元本を残高にしま

して、これらの元本の平均金利を用いて請求額を計算させていただいてございます。２８

年度までに償還完了するということで、２５年度ですと４年間の半年賦元利均等払いにな

ってございまして、８回に分けて元利均等でいただくという前提で計算させていただいて

います。しかしながら、これが１回決めたら固定ではなくて、毎年度期首残高に応じて計

算し直すというのが１つポイントになっているところでございます。 

 そういうのが基本的な計算の仕方になってございまして、今年度ですと、２５年４月１

日現在で７,６４０億円ほどの債務を持っていたことになってございます。 

 この７,６４０億円の期首残高に、私どもが持っている債権・債務の平均利率を計算いた

しますと４.１２％になりますので、この２つの数字を用いて、冒頭にお話ししましたよう

な計算ルールで計算すると、ＪＲから頂戴する譲渡収入が２,０９１億円になっているとい

うことでございます。 

 一方、今年度、機構が金融機関等へ返済しなけれならない債務につきましては、。元本相

当部分２,４３２億円、利子相当分２９２億円で合計２,７２４億円を、機構も今年、金融

機関なり、財投のほうにお返しすることになってございます。先ほどご説明しましたよう

に、機構が払わなければいけない２,７２４億円とＪＲから頂戴している２,０９１億円の

差、６３２億円が収入として足りないというところです。 

 これは今年度の計算の仕組みですけれども、期首の段階で持っているＪＲに対する債権

にお払いすべきものをお払いすると、来年度の期首残高、債務残高が出てくるというよう

な仕組みであります。今年度、６３２億円をＪＲからお返しいただかないと期首残高５,

２０８億円、ここの部分の平均金利が大体４．１３％になってございます。それに資金不

足の６３２億円、民間金融機関から調達した場合においては大体平均２.２％と仮定してお
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りますが、ここの部分が上乗せした形で、２６年度にお払いいただく回収額の計算をする

というような仕組みになってございます。５,２００億余りの４.１３％と６３０億余りの

２.２％、これらの加重平均をした合計が５,８４０億円、ならした平均が３.９％の利率で、

またＪＲに請求する。もう一方、今日お諮りしています、ＪＲから６３２億円を頂戴いた

しますと、期首残高は５,２０８億円、平均金利は４.１３％で回収額の計算をする、この

ような枠組みになっているところでございます。 

 ポイントとして、見かけ上、３.９％の金利で全部計算するようになっていますけれども、

新たに調達する部分についてはもう２.２％で、それを上乗せして加重平均しているところ

であります。 

 長くなりましたが、以上が仕組みのご説明でございまして、笠先生からご質問を頂戴し

たところでございますけれども、平成２５年度にＪＲにお支払いいただく義務みたいなも

のがあるのは、２,０９１億円だけでございまして、その不足分をお支払いいただく義務は

背負っていらっしゃいません。４．１２％という金利を支払う義務は持っていないという

状況になってございます。 

 ２６年には改めて計算し直しますので、６３２億円を頂戴しないと、期首債務残高が増

えるところについては６３２億円に安い今の市中金利が加重平均の前提として上乗せされ

ることになります。それに基づいて、ＪＲに請求するという枠組みになってございます。 

 

 先ほどの笠先生のご質問ですと、今年度の資金不足６３２億円の４％をそのまま背負っ

ているような形になりますけれども、高金利で借りた部分については、いずれの形にして

も今年度返してしまいます。機構としてもその部分については金融機関にお返ししますし、

ＪＲも利子を持っていないような形で、翌年度再計算するようになります。翌年度まで機

構がお待ちしていると、その分利子を余分にもらえるという計算の仕組みになっていない

のが現状でございます。 

 説明が簡単にうまくできないでなかなかご理解いただけないところがあろうかと思いま

すけれども、そのような枠組みになってございまして、決して、今年度ＪＲから頂戴しな

いと４％の利子をいただく権利がそのまま来年度まで引きずるとか、あるいは今年度発生

しているという状況ではございませんので、利子の差額を私どもがいただくような枠組み

にはなっていないというのが現状でございます。本題からそれますけれども、今年度の業

務外収入は約１億円でありますが、助成勘定で計算している部分については、仮に機構に
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手元資金が残れば全部償還原資として繰り入れることにしてございますので、財源が残っ

たとしても、最終的に私どもの手元には残らないような形になっています。逆に言えば、

足りないところがあれば最終年度に整理できるような仕組みで償還のお約束をさせてもら

っていますので、どんなことがあっても、最後には私どもには何も残らないという仕組み

であります。 

  

【笠委員】  そうですね。済みません、やっぱりわからないです。 

 手元に残らなくても先に償還ができればいいと思うんです。だから結局、来年度以降パ

ーセントが４なのか３.９なのかということですけれども、それとは別に、ポイントは、機

構が損も得もしないとおっしゃるのが解せないので、損しているように思えるものですか

ら、損していないということの説明を頂戴したかったのですが、より複雑な……少なくと

も私の頭の問題かもわかりませんけれども、今、お話を聞きながら、そもそも資料５－１

の１ページの表の中の意味が私はちょっとわからなくなって、利率は平均利率というので

これはすごく複雑なのですが、要するにこれは承継債務で新幹線を譲渡したときの利率に

リンクするという理解でよろしいのでしょうか。 

 そうすると、一番下の支払額が年度期首債務残高に平均利率を乗じた額でということに

なると、機構のトータルの債務によって、ＪＲ３社に対する債権額が変化するということ

なんですか。つまり、機構の借金が多くなると、ＪＲは譲渡の対価以上のものを払わない

といけなくなると読めてしまうのですけれども、そういう理屈なのでしょうか。冒頭では、

ＪＲは施設の対価を割賦で払うと説明を受けたのですが、この内容だと、利率だけは昔の

高い利率が残っていて。だから、私は最初に読んでいたときは、この年度期首債務残高と

いうのはＪＲさんだけの債務残高にかかっていくのだろうと思っていたのですけれども、

今のご説明だと機構さんの全体の、ＪＲとは別にいろいろなところに債務を持っておられ

る。６３２億円というのはＪＲさんとは関係のないお金だろうと思いますけれども、この

お金を市中から借りたら、それが年度期首残高の上に乗っかって６３２億円。それで、Ｊ

Ｒさんは返す額が増えるとご説明されたと思うので、そうだとＪＲさんは自分とは関係の

ない、機構さんの資金繰りが厳しくなると自動的に借金が増えていくという仕組みなんで

しょうか。そういう理解でいいですか。 

【加藤鉄道助成部長】  大きく言うと、おっしゃるとおりです。最初にご質問があった

承継したものだけが債権になっているのかということですけれども、当初これだけの額の
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お話、金額ですと６.２兆円についていけば、当時まだ株式会社化されてそんなに年数がた

っていない段階の実態で、私の推測が入っているんですけれども、毎年度、毎年度、相当

大きな額をお払いいただかなければいけない形になっていました。それですので、できる

だけいただくお金は平準化し、お返しする額はちゃんとお返しするという仕組みで、私ど

もが払う額の調整をする役割を担うような計算のルールをしていましたので、先ほど先生

がおっしゃったように、いただいたお金が最初に承継した額よりも膨らんでくるのですか

というと、結果的に膨らんでいるような形になっています。 

 当初、引き継いだ平成３年ですと、プライムレートで６％、７％の時代だったので、元

金均等でお払いする債権を大分抱えていましたので、ＪＲから頂戴したお金だけではお返

しする額が全然足りないような状態でしたので、そのときに借換えした資金も入って計算

していますので、結果的には、当初持っていらっしゃったＪＲの債権６.２兆円分よりも、

単純に２５年間の分割払いをされるよりも、いただく譲渡収入は膨らんでいるような形に

なっています。 

【笠委員】  わかりました。その件はそれで理解しましたけれども、それでも結局、２.

２という仮置きの額で機構が市中から借り入れられて、あと２６、２７、２８の３年間で

借りられたとしても、やはり２.２より高くなることはないですよね。 

【加藤鉄道助成部長】  はい。 

【笠委員】  そうすると、機構は損をしたことにはならないんですか。 

【宮下委員】  機構さんは４.１３％というのが、借金をしなかったときの２６年度当初

平均利回り、平均利率４.１３％、それに対して４.１２でいきましたから、０.０１％損を

されたということでいいのではないですか、損得を明らかにしようとすれば。笠先生が聞

いておられるのは、０.０１％損されたのか得されたか、要するに０.０１％の問題です。

ですから、それがプラスなのか、損と見るのか得と見るのか、そのどちらでもいい。それ

はもうインディファレントだと言ってもいいかもしれないですね。 

【笠委員】  でも、借金をちょっとでも先に返すという意味では、損得というのがある

のではないかと思うんです。機構は独立行政法人なので、みずからの損得を考えて動かれ

るべきではないかなと思ったのです。 

【宮下委員】  インディファレント、その解釈でよければ。笠先生のように厳密にいく

とそれがどっちかはわからないですが、まあ、４.１３だって四捨五入されているのか、ど

うされたか、値はわかりませんしね。 
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【加藤鉄道助成部長】  四捨五入しています。 

【宮下委員】  四捨五入されていますよね。４.１２も、その１２の後ろがどうなってい

るのか、そこはよくわからないので、厳密なところはわかりませんが、必ずしも一致して

いないということは、若干の何かはあると。しかし大きな差はないというように見れます

が。 

【加藤鉄道助成部長】  先ほど損も得もしていませんと言いましたけれども、こうして

いればもうかったかもしれない、ちょっと手元に残ったかもしれない、こうしたらもっと

少なかったかもしれないというのは、仮定でお話しすれば確かにあるかと思います。です

から、全くカチカチではないので、少なくとも私どもの手元には最後にお金が残りません

ということ、１つ目が以上です。 

 それから、宮下先生からいただいたのは、債権は途中で借りかえしているのもあるもの

ですから、２５年度で償還が終わる債務、わりと低い金利の債務が幾つか今年度で終わる

ものですから、それが２５年度の金利全体を引き下げるという構造になっております。少

し低い金利のものは償還が終わってしまうので、平均としては来年度引き上げるような構

造になっていて、ここはＪＲからいただくお金によって左右されるものはないです。 

【宮下委員】  ですが、そうおっしゃるといけないので、６３２億円をもらえなければ、

平均利率が３.９％になっていた。その利子のところに若干の差が出てくるかもしれないで

すね。 

【髙原鉄道事業課長】  この早期弁済制度は平成９年度から導入されておるのですけれ

ども、実は早期弁済制度と同時に、ＪＲの三島会社、北海道、九州、四国なのですが、そ

ちらに経営安定基金というのがございまして、経営安定基金が非常に低金利で、運用益が

下がっていたのです。この足らずまいの半分ぐらいのお金を経営安定基金のほうで、４％

ぐらいのお金で運用しておったのです。ある程度の運用、下支え措置というのをやってい

たのですけれども、逆に言えば、三島会社に対してそういった高い金利で運用することに

よって、その負担がＪＲ本州３社のほうに行くわけです。それを相殺するために早期弁済

をやっていたと理解しております。 

 今はこの下支え措置といいますか、経営安定基金について高い金利での運用はもう既に

やめております。ですから、三島会社に与える運用益のかわりに受けていた本州３社のデ

メリットを早期弁済という形で減殺していたと理解しております。 

【笠委員】  多少損するけれども、政策的な配慮としてこういう制度で早期弁済を受け
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入れたということですか。 

【髙原鉄道事業課長】  そういうことです。そういうふうに理解しております。 

【笠委員】  わかりました。 

【前川分科会長】  どうもありがとうございました。 

 私もまだ詳細、よくわかっていませんけれども、ほかにございますでしょうか。厳密で

は、当然プラスマイナスのどちらかになるわけでしょうが、全体として大きな違いにはな

らない。６３２億円を借り受けるということにつきましては、よろしいでしょうか。ご了

承いただけたでしょうか。 

 それでは、説明はもう少しわかりやすく工夫していただくとして、これを借り受けるこ

とにつきましては、当委員会としては「了承」と結論をさせていただきたいと思いますの

で、先にお進めいただければと思います。 

 それでは、最後です。不要財産の国庫納付につきまして、ご説明をお願いいたします。 

【山口経理資金部長】  議題６、不要財産の国庫納付についてでございます。資料６－

１をごらんいただければと思います。 

 独立行政法人は、政府からの出資または支出に係る不要財産につきましては、主務大臣

の認可を受けて、これを国庫に納付することが定められております。主務大臣はその認可

に当たりましては、評価委員会の意見を聴くこととされております。 

 今般、この規定に基づきまして、四角の１にありますが、以下の不要財産を国庫納付し

たいと考えております。具体的には、伊勢線、京葉線の譲渡収入の国庫納付でございます。

国からの支出金を財源として機構が建設し、国交大臣の指定する期間、鉄道事業者に対し

て貸し付けている、いわゆるＣＤ線。これのうち伊勢線及び京葉線につきましては、４０

年間の貸付期間が満了しましたので、ＪＲ東海、ＪＲ東日本、それぞれに対して譲渡した

ところでございます。今般、その譲渡価格を国庫納付したいと考えております。 

 具体的に表でございますけれども、伊勢線は南四日市から河原田間の３.７キロでござい

ます。国庫納付額は２６０万円。京葉線につきましては、塩浜操車場・東京貨物ターミナ

ルの７.６キロ、５１１万円。合わせて７７２万円でございます。 

 １枚めくっていただきまして、参考資料２をごらんいただければと思います。譲渡によ

る収入につきましては、建設に要した費用から、貸付料により回収した額（元本分）を差

し引いた額を譲渡による収入としております。伊勢線につきましては、建設に要した費用

が６億６,３００万円、貸付料により回収した額が６億６,１００万円、差し引きまして四
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捨五入の関係で３００万円。京葉線につきましては、建設に要した費用が３９５億８００

万円、貸付料により回収した額が３９５億３００万円、差し引きまして譲渡収入として５

００万円。合わせて四捨五入の関係で８００万円でございます。 

 このＣＤ線の譲渡収入の国庫納付につきましては、前回、夏の分科会でもお諮りさせて

いただいたところでございます。具体的には参考資料１をごらんいただければと思います。

太い四角で囲ってある伊勢線、京葉線の上のところで武蔵野線、根岸線につきまして、前

回、夏の分科会でお諮りさせていただいたところでございます。ちなみに今年の夏にお諮

りするものとしましては、下から６番目の湖西線につきまして、次回の分科会でもご審議

いただければと考えております。 

 以上でございます。 

【前川分科会長】  説明ありがとうございました。 

 それでは、これにつきましてご意見、ご質問をいただければと思います。よろしいでし

ょうか。 

 特にご意見ございませんようですので、これにつきましてはまた同様に、分科会として

は「了承」ということにさせていただきたいと思います。どうもありがとうございました。 

 これで全部ですね。以上です。また課長のほうにお返しいたします。 

【髙原鉄道事業課長】  ありがとうございます。 

 委員の先生方におかれましては、長時間、本当にご熱心に審議いただきまして、まこと

にありがとうございました。本日の内容につきましては、冒頭申し上げましたとおり、議

事概要を作成の上、速やかに公表することとさせていただければと存じます。また、議事

録につきましても、後日その内容をご確認いただくために郵送させていただければと考え

ております。 

 資料でございますけれども、毎回のように置いておいていただければ、私どもで郵送さ

せていただきます。 

 以上をもちまして。第３４回の分科会を終了させていただきたいと思います。どうもあ

りがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


